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(57)【要約】
【課題】
　袋包装商品の袋口結束テープと一体に形成されるタグ
又はラベルに内部に包装される食品等の必要情報を表示
できるタグ又はラベル付き袋口結束テープの提供及びタ
グ又はラベル付き袋口結束テープを始めとする袋口結束
テープにおいて、当該袋口が、一旦開封された場合に容
易に開封痕が形成され、開封に対する食の安全等が確保
される袋口結束テープの提供を目的とする。
【解決手段】
　タグ又はラベル付き袋口結束テープにおいて、食品等
の包装袋を結束する所定長、所定幅の袋口結束テープと
、前記袋口結束テープと中央部が接続されて一体に形成
され下方に延設される所定長、所定幅のタグ又はラベル
と、からなり、前記タグ又はラベルの表面に必要情報を
表示可能とした。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　食品等の包装袋を結束する所定長、所定幅の袋口結束テープと、
　前記袋口結束テープと中央部が接続されて一体に形成され下方に延設される所定長、所
定幅のタグ又はラベルと、からなり、
　前記タグ又はラベルの表面に必要情報を表示可能としたことを特徴とするタグ又はラベ
ル付き袋口結束テープ。
【請求項２】
　所定長、所定幅の袋口結束テープには、前記接着剤よりも弱接着力の筋状又は点状に形
成された弱接着域がテープ材裏面に接着間挿され、袋口が結束されて一旦された接着が開
封された後に、当該弱接着域が前記テープ材より引きはがされて、前記袋口結束テープの
裏面に塗布される接着剤の色が表面で認識可能に形成されたことを特徴とする袋口結束テ
ープ。
【請求項３】
　前記請求項１に記載の所定長、所定幅の袋口結束テープの裏面が、前記請求項２に記載
の袋口結束テープであることを特徴とするタグ又はラベル付き袋口結束テープ。
【請求項４】
　前記袋口結束テープと中央部が接続されて一体に形成され下方に延設される所定長、所
定幅のタグ又はラベルは、前記接続中央部の両端に所定長の切り込みを有することを特徴
とする請求項１に記載のタグ又はラベル付き袋口結束テープ。
　

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、食パンや飴等を袋詰めにして販売する際の当該袋の開口袋口を結束する結束
テープ、特に、当該結束テープに各種の情報の表示が可能なタグを一体に形成したタグ又
はラベル付き袋口結束テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の結束テープとしては、例えば、特開２０１１－１８９９４１号公報に開示のも
のが知られている。当該特開２０１１－１８９９４１号公報の開示は、発明名称「食品袋
の袋口結束用テープ」に係り、「食品を収納したプラスチック袋を、食品上に空間を残し
て結束する際に使用する食品袋の袋口結束用テープであって、開封容易であると共に、再
使用が可能な粘着テープを提供することを目的とする」解決課題において（同公報明細書
段落番号０００９参照）、「幅方向の一方の端縁から０．５乃至１．５ｍｍ幅の非粘着部
と、他方の端縁から６．５乃至８．５ｍｍ幅の非粘着部を、それぞれ長手方向に有し、二
つの非粘着部間には粘着部を有し、粘着部の粘着剤の粘着力は、ＪＩＳ Ｚ ０２３７に準
拠するＴ型剥離方式で測定して、粘着部同士を粘着させた５秒後においては３．７５乃至
５．１０Ｎ／８ｍｍ幅の、粘着部同士を粘着させた５日後においては４．００乃至６．０
０Ｎ／８ｍｍ幅の剥離接着強さである」とすることにより(同公報)特許請求の範囲請求項
１の記載等参照）、「非粘着部に指又は爪を差し込み、合掌貼りされた二つの非粘着部を
互いに逆方向に引張ることにより、粘着部を剥離することができ、・・・粘着部には再粘
着可能な粘着剤が使用されているので、需要者は、他の結束部材を使用することなく、必
要な回数だけ、本発明の粘着テープを使用して袋口の再結束とテープの剥離とを繰返すこ
とができる」等の効果を奏するものである(同公報明細書段落番号００１２参照）。
【０００３】
　当該特開２０１１－１８９９４１号公報に開示される「食品袋の袋口結束用テープ」つ
いて、同公報明細書に添付の図面に基づいて説明する。
　図７は、当該特開２０１１－１８９９４１号公報において、図１として説明される同公
報に開示の発明の袋口結束用テープの一実施例平面図であり、図７において、１０５は、
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粘着テープ、１０６は、一方の端縁、１０７は、他方の端縁、１０８は、粘着部、１０９
は、細幅非粘着部、１１０は、太幅非粘着部であり、図８は、同公報に図４として説明さ
れる同発明に係る袋口結束用テープを使用した食品包装体の一例を示す平面図であり、図
８において、符号１０８は、同粘着部、１０９は、同細幅非粘着部、１１０は、同太幅非
粘着部、１１１は、バターロール、１１２は、ピロー袋、１１３は、横密封部である（な
お、符号は、先行技術であることを明らかにするために、本願出願人において、３桁に変
更して説明した。）。
【０００４】
　すなわち、当該特開２０１１－１８９９４１号公報に開示される発明である食品袋の袋
口結束用テープは、前記粘着テープの長手方向に前記粘着部１０８を設け、さらに当該粘
着部１０８の両端を前記細幅非粘着部１０９と前記太幅非粘着部１１０として構成し、合
掌貼りされた二つの非粘着部１０８，１０９に指又は爪を差し込み、互いに逆方向に引張
ることにより、粘着部を剥離することができるようにしたものである（同公報明細書段落
番号００１２参照）。
【０００５】
　しかしながら、当該特開２０１１－１８９９４１号公報に開示される食品袋の袋口結束
用テープは、各種情報が表示されたタグ等を設けるものではなく、商品と共に商品の品質
等の各種の情報を表示できるものではない。
　袋包装において、袋の絞られた袋口や袋首、束ねた線材等の結束部にタグを取り付けて
、当該タグ等に各種情報を表示させるものとしては、例えば、特開２００９－１９０７９
４号公報に開示のものが知られている。
【０００６】
　図９（ａ）～（ｅ）、図１０（ｆ）～（ｉ）、図１１（ｊ）～（ｍ）は、当該特開２０
０９－１９０７９４号公報の図１～図８及び図１０～図１４に第１～第１２の実施の形態
として示されるタグの構成例であり、図９（ａ）は、特開２００９－１９０７９４号公報
に開示の第１の実施の形態のタグの一例を示す構成図、同（ｂ）は、当該実施の形態のタ
グに使用される結束具の一例を示す斜視図、同（ｃ）は、当該実施の形態のタグの使用形
態の一例を示す斜視図、同（ｄ）は、第２の実施の形態のタグの一例を示す構成図、同（
ｅ）は、第３の実施の形態のタグの一例を示す構成図、図１０（ｆ）は、特開２００９－
１９０７９４号公報に開示の第３の実施の形態のタグの機能例を示す正面図、同（ｇ）は
、第４及び第５の実施のタグの一例を示す構成図、同（ｈ）は、第６及び第７の実施のタ
グの一例を示す構成図、同（ｉ）は、第８の実施の形態のタグの一例を示す構成図、図１
１（ｊ）は、特開２００９－１９０７９４号公報に開示の第９の実施の形態のタグの一例
を示す構成図、同（ｋ）は、第１０の実施の形態のタグの一例を示す構成図、同（ｌ）は
、第１１の実施の形態のタグの一例を示す構成図、同（ｍ）は、第１２の実施の形態のタ
グの一例を示す構成図である。
【０００７】
　図９（ａ）～（ｅ）、図１０（ｆ）～（ｉ）、図１１（ｊ）～（ｍ）において、符号２
０１Ａ～２０１Ｌは、タグ、２１０Ａ，２１０Ｂ，２１０Ｃ，２１０Ｅ，２１０Ｈ，２１
０Ｉ，２１０Ｋ，２１０Ｌは、情報提示部、２１１Ａ，２１１Ｂ，２１１Ｄ，２１１Ｆ，
２１１Ｇ，２１１Ｈ～２１１Ｌは、装着部、２１１ｍ，２１１ｎ，２１１ｕは、係止孔、
２１１ｐ，２１１ｑ，２１１ｓは、係止溝、２１２Ａ，２１２Ｂ，２１２Ｃ，２１２Ｈ，
２１２Ｉ，２１２Ｋ，２１２Ｌは、連結部、２１２ｍ，２１２ｎは、凹部、２１２ｑ，２
１２ｒ，２１２ｔ，２１２ｕは、係合部、２１２ｓは、突起部、２１３は、結束具、２１
３ａは、金属細線、２１３ｂは、被覆材、２１４は、袋、θ１は、凹部２１２ｎの情報提
示部２１０Ｃ側の辺２１０Ｃａと凹部２１２ｎの連結部２１２Ｃ側の辺２１２Ｃａとの成
す角度、θ２は、凹部２１２ｎの装着部２１１Ａ側の辺２１１Ａｅと凹部２１２ｎの連結
部２１２Ｃ側の辺１２Ｃａとの成す角度、θ３は、凹部２１２ｐの情報提示部２１０Ｅ側
の円弧Ｓと凹部２１２ｐの連結部２１２Ｃ側の辺２１２Ｃａとの成す角度、３１０ｕは、
垂直部である。
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【０００８】
　図９（ａ）～（ｅ）、図１０（ｆ）～（ｉ）、図１１（ｊ）～（ｍ）から明らかなよう
に、当該特開２００９－１９０７９４号公報に開示のタグは、袋包装商品の結束具２１３
を用いるものであって、結束テープそのものと一体に形成されるものではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２０１１－１８９９４１号公報
【特許文献２】特開２００９－１９０７９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　そこで、本願発明者は、袋包装商品の袋口結束テープと一体に形成されるタグ又はラベ
ルに内部に包装される食品等の必要情報を表示できるタグ又はラベル付き袋口結束テープ
の提供を目的とし、また、タグ又はラベル付き袋口結束テープを始めとする袋口結束テー
プにおいて、当該袋口が、一旦開封された場合に容易に開封痕が形成され、開封に対する
食の安全等が確保される袋口結束テープの提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記目的を達成するために、本願請求項１に係る発明は、タグ又はラベル付き袋口結束
テープにおいて、食品等の包装袋を結束する所定長、所定幅の袋口結束テープと、前記袋
口結束テープと中央部が接続されて一体に形成され下方に延設される所定長、所定幅のタ
グ又はラベルと、からなり、前記タグ又はラベルの表面に必要情報を表示可能としたこと
を特徴とする。
　また、本願請求項２に係る発明は、所定長、所定幅の袋口結束テープにおいて、前記接
着剤よりも弱接着力の筋状又は点状に形成された弱接着域がテープ材裏面に接着間挿され
、袋口が結束されて一旦された接着が開封された後に、当該弱接着域が前記テープ材より
引きはがされて、前記袋口結束テープの裏面に塗布される接着剤の色が表面で認識可能に
形成されたことを特徴とする。
　さらに、本願請求項３に係る発明は、タグ又はラベル付き袋口結束テープにおいて、前
記請求項１に係る所定長、所定幅の袋口結束テープの裏面が、前記請求項２に係る袋口結
束テープであることを特徴とする。
　また、本願請求項４に係る発明は、前記請求項１に記載のタグ又はラベル付き袋口結束
テープにおいて、前記袋口結束テープと中央部が接続されて一体に形成され下方に延設さ
れる所定長、所定幅のタグ又はラベルは、前記接続中央部の両端に所定長の切り込みを有
することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
 　本発明は、袋口を結束するテープと一体に構成されるタグ又はラベル付き袋口テープ
であり、包装される袋内の食品等の必要情報をタグ又はラベルの表面に表示することがで
き、また、販売後等に表示が不要となった場合には、同タグ又はラベルをちぎり取ること
ができ、また、残った結束テープだけで数回の開封を可能とする等、簡易な袋口結束を可
能とする等の効果を有する。
　また、タグ又はラベル付き袋口結束テープを始めとする袋口結束テープにおいて、当該
袋口が、一旦開封された場合に容易に開封痕が形成され、開封に対する食の安全等が確保
される等の効果を有する。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１（Ａ）（Ｂ）は、本発明に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープを実施す
る形態の一実施例のタグ又はラベル付き袋口結束テープの実施例１を示す図であり、その
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うち、図１（Ａ）は、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１の表面図、
図１（Ｂ）は、同背面図、
【図２】図２は、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１を用いて食品等
の包装袋の袋口を結束した状態を示す概略図、
【図３】図３は、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１を用いて食品等
の包装袋の袋口を結束する概略の一例を示す概略図、
【図４】図４は、本実施例２に係る開封痕結束テープの接着部の概略図であり、図４（Ａ
）は、上記実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１の前記接着剤塗布部６の
概略を示す図であり、図４（Ｂ）は、同接着剤塗布部６の断面図、
【図５】図５（Ａ）（Ｂ）は、袋口を結束する前後、すなわち、結束接着の前後状態を示
す概略図であり図４（Ａ）は、結束接着された場合の前記接着塗布部６の状態を、同図（
Ｂ）は、結束決着後に開封した場合の前記接着塗布部６の状態を示す図、
【図６】図６（Ａ）（Ｂ）は、本実施例２にかかる結束テープを用いて食品等の包装袋の
袋口の結束した状態を示す図であり、図６（Ａ）は、結束後の開封がない場合を、同図６
（Ｂ）は、結束後に開封されて再結束された状態を示す図
【図７】図７は、当該特開２０１１－１８９９４１号公報において、図１として説明され
る同公報に開示の発明の袋口結束用テープの一実施例平面図、
【図８】図８は、同公報に図４として説明される同発明に係る袋口結束用テープを使用し
た食品包装体の一例を示す平面図、
【図９】図９（ａ）は、特開２００９－１９０７９４号公報に開示の第１の実施の形態の
タグの一例を示す構成図、同（ｂ）は、当該実施の形態のタグに使用される結束具の一例
を示す斜視図、同（ｃ）は、当該実施の形態のタグの使用形態の一例を示す斜視図、同（
ｄ）は、第２の実施の形態のタグの一例を示す構成図、同（ｅ）は、第３の実施の形態の
タグの一例を示す構成図、
【図１０】図１０（ｆ）は、特開２００９－１９０７９４号公報に開示の第３の実施の形
態のタグの機能例を示す正面図、同（ｇ）は、第４及び第５の実施のタグの一例を示す構
成図、同（ｈ）は、第６及び第７の実施のタグの一例を示す構成図、同（ｉ）は、第８の
実施の形態のタグの一例を示す構成図、
【図１１】図１１（ｊ）は、特開２００９－１９０７９４号公報に開示の第９の実施の形
態のタグの一例を示す構成図、同（ｋ）は、第１０の実施の形態のタグの一例を示す構成
図、同（ｌ）は、第１１の実施の形態のタグの一例を示す構成図、同（ｍ）は、第１２の
実施の形態のタグの一例を示す構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープを実施する形態としての一実施例を図
面に基づき詳細に説明する。
【実施例１】
【００１５】
　図１（Ａ）（Ｂ）は、本発明に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープを実施する形態
の一実施例のタグ又はラベル付き袋口結束テープの実施例１を示す図であり、そのうち、
図１（Ａ）は、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１の表面図、図１（
Ｂ）は、同背面図である。
　図１（Ａ）（Ｂ）において、符号１は、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束
テープ１、２は、結束テープ部、３は、タグ部又はラベル部であるが以後は単にタグ部３
として説明する。また、４は、中央接続部、５ａ、５ｂは、切り込み部、６は、接着剤塗
布部、７ａ、７ｂは、無接着部である。
【００１６】
　図１（Ａ）（Ｂ）から明らかなように、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束
テープ１は、所定幅及び所定長の結束テープ部２と、同結束テープ部２と一体に形成され
るタグ部３からなる。
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　当該結束テープ部２と前記タグ部３とは、中央接続部４で一体に接続され、当該中央接
続部４の両端に所定長の切り込み部５ａ、５ｂが設けられ、前記結束テープ部２の裏面は
、両端の所定長を除いて、接着剤塗布部６から構成される。そして、食品等の包装袋の袋
口を結束する場合には、当該袋口を絞り込んで、その絞り込んだ袋口に図１（Ａ）の矢印
線で示すように、前記結束テープ部２の両端を廻しこんで、同図１（Ａ）の点線で示すよ
うに袋口を結束する。
【００１７】
　すなわち、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１は、食品等の包装袋
を結束する所定長、所定幅の袋口結束テープ部２からなり、当該袋口結束テープ部２と前
記中央接続部が一体に形成されて下方に所定長、所定幅を延設されてタグ部を形成し、当
該タグ表面に被包装商品等の必要情報を表示可能としたものである。
【００１８】
　また、所定長、所定幅の袋口結束の前記テープ部２の両端は、前記無接着部７ａ、７ｂ
からなり、このように袋口を結束すると、絞り込まれた袋口は前記接着剤塗布部６で接着
されるが、両端は前記無接着部７ａ、７ｂとなっているので、接着されず、開封する際に
当該両端を引き離すことで開封が容易となる。
【００１９】
　図２は、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１を用いて食品等の包装
袋の袋口を結束した状態を示す概略図である。図２において、符号１は、図１（Ａ）（Ｂ
）に示した本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ、２は、同結束テープ部
、３は、同タグ部、７ａ、７ｂは、無接着部、Ａは、食品等の包装袋、Ｂは、食品である
。
【００２０】
　図２から明らかなように、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１を用
いて食品Ｂ等の包装袋Ａの袋口を結束する場合には、包装される袋内の食品Ｂ等の必要情
報を前記タグ部３の表面に表示することができ、また、販売後等に表示が不要となった場
合には、前記タグ部３をちぎり取ることができ、また、前記接着剤塗布部６の接着剤を数
回の使用に耐える接着剤とすることにより、簡易な袋口結束を可能とする。
【００２１】
　次に、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１を用いて食品等の包装袋
の袋口を結束する概略について説明する。
　図３は、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１を用いて食品等の包装
袋の袋口を結束する概略の一例を示す概略図であり、図３において、符号１は、本実施例
１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ、５は、前記切り込み部５ａ、５ｂからなる
切り込み部、８は、剥離紙、９は、切り分け切り込み部、１０は、タグ等の印刷手段であ
る。
【００２２】
　図３に示す概略から明らかなように、本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テ
ープ１を用いて食品等の包装袋の袋口を結束する概略では、複数からなる本実施例１に係
るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１が連続して配置され、一つ一つの本実施例１に係
るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１が知り分けられる状態で、前記切り分け切り込み
部９及び前記切り込み部５ａ、５ｂからなる切り込み部５が予め形成され、このような状
態で前記結束テープ部２が前記剥離紙８等の上に貼り付けられる。そして、図３に示す結
束概略においては、前記印刷手段１０を用いて前記タグ部３の表面に所定の表示をするよ
うにしたが、これは結束直前に印刷表示に限るものではなく、予め必要な印刷表示等をし
ておいた連続した本実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１であっても良い
。
【実施例２】
【００２３】
　次に、食品等の包装袋の袋口を結束する結束テープにおいて、実施例２として、一度開
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封したら開封痕が表れる開封痕結束テープについて図面に基づいて詳細に説明する。
　図４は、本実施例２に係る開封痕認識結束テープの接着部の概略図であり、図４（Ａ）
は、上記実施例１に係るタグ又はラベル付き袋口結束テープ１の前記接着剤塗布部６の概
略を示す図であり、図４（Ｂ）は、同接着剤塗布部６の断面図である。
【００２４】
　図４（Ａ）（Ｂ）において、符号２は、前記結束テープ部、３は、前記タグ部、６は、
前記接着剤塗布部、７ａ、７ｂは前記無接着部である。そして、図４（Ａ）（Ｂ）におい
て、符号１１は、テープ材、１２ａ、１２ｂ、１２ｃ・・・は、弱接着剤域であり、１３
は、前記接着剤塗布部６におけるその余の強接着剤域である。
【００２５】
　図４（Ａ）（Ｂ）から明らかなように、前記接着剤塗布部６の内部構造は、前記テープ
材１１との接着能力が弱い所定幅の弱接着域１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、・・・が埋め込ま
れ、その上に接着性の高い強接着域１３が形成される。そして、本実施例２に係る結束テ
ープにおいては、前記テープ材１１は、透明材質からなり、また、前記強接着域１３は所
定の着色が施される。
【００２６】
　すなわち、本実施例２に係る開封痕認識結束テープは、前記テープ材１１に前記接着剤
よりも弱接着力の筋状又は点状に形成された弱接着域１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、・・・が
前記テープ材１１裏面に間挿接着され、袋口を開封するために結束を開放した場合には、
一旦された接着が開封により、当該弱接着域１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、・・が、前記テー
プ材１１より引きはがされて、前記袋口結束テープ材１１の裏面に塗布される強接着域の
色がテープ材１１の表面から認識可能に形成される。
【００２７】
　図５（Ａ）（Ｂ）は、袋口を結束する前後、すなわち、結束接着の前後状態を示す概略
図であり図４（Ａ）は、結束接着された場合の前記接着塗布部６の状態を、同図（Ｂ）は
、結束決着後に開封した場合の前記接着塗布部６の状態を示す図である。
【００２８】
　図５（Ａ）（Ｂ）から明らかなように、前記強接着剤域１３が結束接着されると、当該
強接着剤域１３は互いに接着されて、袋口結束がされる。しかしながら、一旦、袋口結束
がされた後、袋口を開封するために、前記接着剤塗布部６を引きはがすと、図５（Ｂ）に
示すように、前記弱接着域１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、・・・は、透明素材の前記テープ材
１１から引きはがされ、引きはがされ箇所から着色された前記強接着域１３の色彩が外部
に認識されるようになる。
【００２９】
　図６（Ａ）（Ｂ）は、本実施例２にかかる結束テープを用いて食品等の包装袋の袋口の
結束した状態を示す図であり、図６（Ａ）は、結束後の開封がない場合を、同図６（Ｂ）
は、結束後に開封されて再結束された状態を示す図であり、開封再結束されると、前記弱
接着域１２ａ、１２ｂ、・・・が前記透明材質のテープ材１１から引きはがされて、それ
が、再び接着されると、透明材質のテープ材１１の引きはがされた箇所から再接着された
前記強接着域１３の色彩が見え、開封痕として認識できることを示した図である。図６（
Ａ）（Ｂ）において、符号２は、結束テープ部、Ａは、包装袋、１５ａ、１５ｂは、開封
によって生じた開封痕である。
【００３０】
　図６（Ａ）から明らかなように、当初の袋口結束は、前記弱接着域１２ａ、１２ｂ、１
２ｃ・・・がテープ材１１から引きはがされることはないので、いわゆる開封痕を結束テ
ープ部２の表面に認識することはできないが、図６（Ｂ）に示すように、一旦結束された
食品等の包装袋の絞り口が結束され、その後、一旦開封された場合には、結束テープ部２
の表面に開封痕１５ａ、１５ｂが表れ、誰かが開封したことを認識しうる。
　したがって、商品の流通や販売陳列等において、誰かが開封した場合には、発生する開
封痕によって、開封を認識することができ、食品等の安全を担保できることとなる。
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【産業上の利用可能性】
【００３１】
　本発明は、食品等の包装袋の袋口結束に利用される。
【符号の説明】
【００３２】
　１ タグ又はラベル付き袋口結束テープ
　２ 結束テープ部
　３ タグ部
　４ 中央接続部
　５ａ、５ｂ 切り込み部
　６ 接着剤塗布部
　７ａ、７ｂ 無接着部
　８ 剥離紙
　９ 切り分け切り込み部
 １０ 印刷手段
 １１ テープ材
 １２ａ、１２ｂ、１２ｃ、・・・　弱接着域
 １２ａ 弱接着域
 １３ 強接着剤域
 １５ａ、１５ｂ、・・ 開封痕
１０５ 粘着テープ
１０６ 一方の端縁
１０７ 他方の端縁
１０８ 粘着部
１０９ 細幅非粘着部
１１０ 太幅非粘着部
１１１ バターロール
１１２ ピロー袋
１１３ 横密封部
２０１Ａ～２０１Ｌ タグ
２１０Ａ，２１０Ｂ，２１０Ｃ，２１０Ｅ，２１０Ｈ，２１０Ｉ，２１０Ｋ，２１０Ｌ 
情報提示部
２１１Ａ，２１１Ｂ，２１１Ｄ，２１１Ｆ，２１１Ｇ，２１１Ｈ～２１１Ｌ 装着部
２１１ｍ，２１１ｎ，２１１ｕ 係止孔
２１１ｐ，２１１ｑ，２１１ｓ 係止溝
２１２Ａ，２１２Ｂ，２１２Ｃ，２１２Ｈ，２１２Ｉ，２１２Ｋ，２１２Ｌ 連結部
２１２ｍ，２１２ｎ 凹部
２１２ｑ，２１２ｒ，２１２ｔ，２１２ｕ 係合部
２１２ｓ 突起部
２１３ 結束具
２１３ａ 金属細線
２１３ｂ 被覆材
２１４ 袋
θ１ 凹部２１２ｎの情報提示部２１０Ｃ側の辺２１０Ｃａと凹部２１２ｎの連結部２１
２Ｃ側の辺２１２Ｃａとの成す角度
θ２ 凹部２１２ｎの装着部２１１Ａ側の辺２１１Ａｅと凹部２１２ｎの連結部２１２Ｃ
側の辺１２Ｃａとの成す角度
θ３ 凹部２１２ｐの情報提示部２１０Ｅ側の円弧Ｓと凹部２１２ｐの連結部２１２Ｃ側
の辺２１２Ｃａとの成す角度
３１０ｕ 垂直部
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